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書生論
「現代の日本で必要なものの一つは書正論ではあるまいか」と、森恭三
元朝日新聞記者・論説委員（1907～1984）が説いている（「書生論的政治
論」みすず書房1961年）。またジュリスト巻頭言（1964年〔昭和39年〕５
月15日298号）も「書生論的人権論をすすめる」と述べている。
「書生」という言葉は、近ごろあまり目にしなくなったが、それは、周
知のように、明治・大正期の学生、または他人の家に世話になり、家事を
手伝いながら学問をする者をいい（広辞苑〔第五版〕1347頁）、かっては
世に広く見られた人達であって、漱石の小説などにもよく登場している
（夏目漱石「それから」岩波文庫〔2016年版〕20頁など）。「書生論」と
は、これらの人達（若者）が説く、現実論よりも理想論ないし筋を通す主
張（正論）を指すと理解されているようだ。
森恭三らの説く上記の「書生論のすすめ」を、刊行当時共感を持って読
んだ記憶があるのだが、それから半世紀ほど経過した近ごろになって、し
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きりにこの意見が思い出されるのである。
書生論の大切さ
随分古い話で恐縮だが、周知のように、1941年（昭和16年）12月に開
始された日米戦争は、日本が壊滅的被害を受け、４年後の1945年（昭和
20年）に日本の敗北により終了した。
私は、開戦の年の４月に国民学校（小学校）に入学し、敗戦時は小学生
に過ぎなかったのだが、周囲の人達が交わす真剣な会話と世の雰囲気から
推測するに、当時の日本国民の殆どが、日米の国力の格差を熟知してい
て、「米国相手に何と無謀な。」と、両国間の開戦を憂いたうえ、当時既に
悲惨な結末を予測して日米戦争には反対の意向だったと言ってよい。
小学１年生の私ですら、日米開戦についてそのように思ったのだし、敗
戦というその後の結果から見ても、国民の大方の予測が客観的に正論だっ
たと考えられるが、なぜ為政者達は国民の意向を無視して開戦をしたのだ
ろうか。
周知のように、①当時の日本国は天皇主権の国家であって（明治憲法１
条、３条、４条）、国民（臣民）は主権者ではなかったから、為政者は国
の命運を決する開戦という重大な決断（「戦いを宣し」同憲法13条）につ
いても国民の意向に拘束される理由はなかった。②そのため、天皇の統帥
権のもとにある軍（同憲法11、12条）が専横を極めていて、当時でも形
式上言論、集会、結社の自由が無い訳ではなかった（同憲法29条）が、
筋道のある正論ないし書生論的意見は無視されて無力な情況であり、むし
ろ軍に協賛し、迎合する意見のみが幅をきかせていたのである。
当時、満州国の建国（1932年〔昭和７年〕）、国際連盟からの脱退（1933
年〔同８年〕）、日中戦争の開始（1937年〔同12年〕）などの日本の独善的
行動から、米、英、オランダなどによる国際的経済包囲網（ABCDライ
ン）を招来したこともあり、日本が孤立化し経済的に困難な状況にあった
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ことは事実だったようだが、その状況下で、対外的、対内的な改善、打開
の地道な努力をしないまま、為政者は、無謀にも、将来の見通しに敢えて
目をつむり、面子のみで開戦したと推測する以外にない。
日米開戦の少し前、いずれも日米戦争に反対していた当時の近衛文麿首
相と山本五十六連合艦隊司令長官が会談した際、日米が開戦した場合の見
通しについて、同長官は同首相の問いに対し「是非やれといはれれば、初
め半年か１年の間は随分暴れて御覧に入れる。然しながら２年３年となれ
ば全く確信は持てぬ。」と述べたとされているが、為政者の大方がこれ以
上の見通しを持っていたことは窺えない（近衛文麿「平和への努力」日本
電報通信社〔1946年〕31頁以下）。このような認識なのにも拘らず、1941
年（昭和16年）11月５日、天皇も出席したいわゆる御前会議で国の命運に
かかわる日米開戦の方針を決めたのである（同年10月に東條英機内閣が発
足）。しかし、これは、勿論開戦賛成者に責任があることはいうまでもな
いが、開戦反対者もその信念に基づく主張を徹底し、開戦反対論が容れら
れなければ職を辞して、戦争遂行に協力するべきではなかったのである。
だが、さらに考えてみると、当時では到底無理だったのだろうが、①国
民の大多数が日米開戦反対のデモを行ない、②現在のような世論調査が実
施されて（憲法21条）、当時の国民のほぼ全部が開戦反対の意見であるこ
とを示し、③また、不十分だが（女性に選挙権が認められたのは敗戦後の
1946年）、当時も一応選挙制度は存在したのだから、その選挙結果に開戦反
対の上記国民の意志が圧倒的に示されたとしたら、為政者は、それにも拘
らずそれを押し切って、自らの責任として、開戦することはできなかった
と思われるのであり、書生論の大切さ、存在意義に思い至るのである。
書生論のすすめ－近ごろの書生論議
このように書生論（正論）は、まことに貴重で、かつ重要だと考えられ
るが、現在も書生論の語られる必要性は失われていないと思う。次に、そ
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の若干につき述べさせてもらうことにしよう。
１　まず、書生論が語られるべき場合の第１は、原子力発電の是非に関
してである。
2011年（平成23年）３月の東日本大震災で、東京電力の福島原子力発
電所が破壊して放射能漏れ事故が起こり、広範囲に甚大な被害を発生さ
せ、現に被害が残っていることは周知のとおりである（事故から５年後
の2016年でも、避難者はなお約10万人に達している）。その損害賠償の迅
速、公正な解決のために、裁判外紛争処理制度（ADR）が設けられ、現
在私もこの和解手続きの仲介委員として執務しているのだが、これを通じ
て知った放射能事故の広範、過酷、執拗さは想像を超えており、書生論議
の対象にする意義は十分にあるといってよい。
日本では、1970年代から原発が建設され、上記東電の福島原発事故の
当時には54基の原発が存在していた。
（１）原子力発電を肯定する見解は、おおよそ、その理由として、①原
子力は安全に制御でき、②電源として安価であり、③経済、産業、雇用の
分野で有用だとするのである。
（２）この主張に対しては、次のような反論がされている。
①チェルノブエリ、スリーマイル島、東日本大震災などの原発事故で明
らかになったように、人類は、現段階で放射性物質について、その制御を
全うできていない。一旦放射能事故が生じたときは、被害は広く拡散し、
その範囲を人為的に限定できない。しかも、政府の説明によっても、放射
性廃棄物は10万年以上もの間極めて高い放射能レベルを継続するので、
廃棄物を300メートル以上深い地中に10万年以上の間埋めることとし（朝
日新聞2016年10月19日朝刊）、数百年間は電力会社が、その後は国が管理
する計画だというのである。しかし、考えてみると、約46億年前に地球
が誕生し、その地上に、約40億年前に生命が、約20万年前に現在の原生
人類（ホモ・サピエンス）が各誕生したとされ、人類の進化には気の遠く
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なるように長い時間が経過している。上記のように、政府の説明によれ
ば、核廃棄物の管理には10万年という想像を絶する期間を要するという
のだが、そのような長期間、地震などの災害国日本で本当に管理ができる
のか、まるで雲を掴むような話で、時間的にも常識的にも、もはや制御可
能の範囲を越えている。それよりも、地球誕生から現在まで、いわば悠久
ともいうべき長い時間をかけて引き継がれてきたこの良き地球環境は、子
孫である未来の人類にそのまま引き継ぐ責務が我々の世代にあることは、
異論の余地がない厳粛な真理であるといってよいだろう。我々の世代にお
いて放射能で汚染をし、しかも遙かに遠い未来の子孫に汚染物を引継いで
マイナスの負担をさせるというのは、到底許されることではない。
ドイツは、東電の福島原発事故後、17基の原発中すぐに老朽原発８基
を停止し、残る原発も2022年までに廃炉にすることを宣言し、ベルギー
とスイスも全廃を掲げている。また最近（2016年）、台湾でも、政府が、
現在３基ある原発につき、「廃棄物の問題を子孫に残さないために」、９年
後に原発をゼロにすると決め、2017年１月に議会も承認した。
②原発の廃炉、使用済み核燃料の処理、さらに事故発生後の損害賠償等
原発関連の費用を計算するとき、それは極めて厖大であって、到底原発は
安価だとはいえない。政府の試算でも、当初、福島事故の廃炉費用は年
800億円で計２兆円、損害賠償額が９兆円で、合計11兆円だと公表してい
たのに、実は内部資料では、さらに廃炉費は４兆円、損害賠償費は３兆円
も増加し、計18兆円規模に達すると予想していたというのであった。だ
が、最近（2016年12月）、その費用は21兆5000億円に達する見込みだと訂
正し（朝日新聞2016年12月９日朝刊）、際限ない費用の増加振りを示して
いる。福島原発の場合は異例だとしても、通常原発１基の廃炉費だけで、
少なくとも800億円程度だとされているうえ、現在でも放射性廃棄物の処
分先も不明で、その費用額も明らかではない（周知のように、原発は「ト
イレのないマンションのようなものだ。」との批判がある）のであって、
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これらの費用を含めれば原発コストが安価だとする説明は真実に反してい
る。
世界的に見ても、2014年末で、稼働中の原発は431基、総出力は3・92億
キロワットだそうだが、原発よりコストが安く、かつ安全な自然エネル
ギーとしての風力発電は、過去10年間で約８倍増えて3・69億ワットにな
り、同年中に原発の総出力を超えたというのだが、日本の風力発電は世界
の19位で低迷している。また、同様に、太陽光発電も、イタリア、ギリ
シャなどではそれが電力需要の約８％に達しているのに、日本では約2・
5％にとどまり、危険で割高な原発に固執し過ぎているのである（朝日新
聞2015年５月30日朝刊）。
③そして、現在、原発立地の地元では原発の稼働で雇用が創出され、
また金銭的支援があることなどもあり、原発立地の地元がその稼働に同
意することが多いように思われる（2016年12月に後記高速増殖炉「もん
じゅ」の廃炉につき、地元福井県知事は反対している）が、原発事故が発
生した場合、被害は原発稼働に同意した地元にとどまらないのである。上
記のように、危険性をはらみ、しかも気の遠くなるような期間にわたり子
孫にマイナスの負担をかけることに目をつむり、当面の目先だけの利益を
得ることを良しとして原発を設置、稼働させることは、人として到底許さ
れることではない。
しかも、原発関連でみると、2016年まで、20年以上の間上記の高速増
殖炉「もんじゅ」を運転せず約１兆円の国費を無駄にした後に、政府はそ
れを廃炉にすると決めたが、さらに廃炉費用に最低でも3750億円かゝる
見込みだ（朝日新聞2016年12月21日朝刊）というのだし、いまでも原発
関連の初歩的ミスが極めて多く繰り返されるうえ、報告資料の改ざんも再
三指摘されるのに改善されず、しかも責任を誰がどの程度とっているのか
明らかではないのである。
原子力発電反対（新聞の世論調査によると、2016年10月および本年２
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月とも、原発再稼働につき、反対が57％、賛成が29％と同数字だそうだ。
朝日新聞2017年２月18日および同月21日各朝刊）の立場から説かれる上
記の意見に対し、原子力発電推進の立場をとる日本国政府、経済界などか
らは、特に廃棄物の問題を含め、説得的、効果的反論は出来ていない。
これら諸々を総合して考えるとき、原子力発電は速やかにやめるべきで
ある。思うに、原子力発電は、制御、調教できない猛獣を、採算度外視で
莫大の費用をかけて飼育しているようなもので、一日でも早く取りやめる
ほかない。「国破れて山河あり」という言葉があるけれども、放射能事故
の場合には人類にとって山河も残らない虞があるのである。
２　書生論が語られるべき場合の第２は、いわゆる集団的自衛権に関し
てである。
周知のように、集団的自衛権とは、自国と密接な関係にある国が武力攻
撃を受けたとき、自国に対する攻撃と同視して共同で反撃出来る権利であ
るとされ、自国に対する侵害につき自らが反撃するいわゆる個別的自衛権
に対する概念だとされている。日本国政府は、従来、曲折があったが、憲
法９条の解釈として、自国に対する攻撃につき自ら反撃できる個別的自衛
権は行使できるが、集団的自衛権は憲法の容認する自衛権の限界を超える
から行使出来ないとの立場をとってきた。
（１）しかし、政府は、2014年７月１日に、憲法９条に関する政府の
従来の解釈を変更し、集団的自衛権の行使は可能であると閣議決定をし
た。そのうえで、翌2015年９月19日上記の変更した解釈に基づく安全保
障関連法（既存の安保関連10法の改正および国際平和支援法の制定）を
国会で成立させ、同法は昨年（2016年）３月29日に施行された。これに
より、①上記集団的自衛権の行使が可能になり、②他国軍への後方支援が
拡大され、日本国の周辺に拘らずそれが世界中で可能となった。③また、
海外に派遣された自衛隊が広く他国軍、民間人の警護活動に従事する際の
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武器使用が可能になった（駆けつけ警護）のである。
（２）この集団的自衛権行使を容認する一連の動きに対して、反対論が
強く説かれ、2016年に憲法学者のほぼ全部が反対したことは周知のとこ
ろである。
①反対理由の第１は、集団的自衛権行使容認の政府の上記決定および国
会の上記関連法の立法は憲法に違反しているというのである。すなわち、
憲法９条に関しては、これまでに多くの激しい議論を経たのち、近時は、
憲法の文言、その平和主義原則から考えて「専守防衛」を定めたものだと
するのが憲法学説では大多数であり、かつ何回かの世論調査の積重ねから
見て国民の大方の意志として定着していると言ってよい。したがって、自
国に対する攻撃につき、自ら反撃する個別的自衛権にとどまらずに、自国
と密接な関係にある他国に対する攻撃を自国に対する攻撃と同視して共同
で反撃する集団的自衛権行使にまで拡大することは、上記のように憲法の
定める自制的な専守防衛（個別的自衛権）の枠を超えるもので憲法に違反
している。日米安全保障条約では、日本の施政領域下で、日米いずれか一
方への武力攻撃に対し、両国で防衛するとの定めがある（５条）が、日本
政府は、従来、在日米軍基地に対する攻撃につき、自国への侵略と同視す
る集団的自衛権は憲法上許されないけれども、同条は日本領域の侵犯行為
であり、日本国に対する攻撃に他ならないから、それに対処する行動は日
本国の個別的自衛権の行使だと説明し、国民の一応の理解を得てきた。ま
た、世界中で他国への支援を行うこと、および、自衛隊が駆けつけて他国
のために武力を行使することは、自らが紛争の機会を求め、または拡大さ
せるもので、憲法９条の専守防衛の枠を越えている、との批判がされてい
るのである。
2016年になって、国会で、野党側が安保関連法廃止法案を提出したが
多数派の与党は審議に応じなかった。だが、同年（2016年）の世論調査
では、上記安保関連法の改正及び立法が憲法違反だとする者は50％、違
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反しないとする者38％であり、安保関連法改正などに賛成の者34％、反
対の者53％だというのである（朝日新聞2016年９月19日朝刊）。だが、政
府側から上記の反対の見解に対し説得的説明はないままである。
活動領域が広がれば摩擦の生ずる範囲も広がることが予測される（古い
俗諺だが「犬も歩けば棒に当たる」との例えもある）が、自衛隊の活動領
域の拡大は、自ら紛争の機会を求めるようなものであり、政府、与党の上
記行動は、自己抑制的な憲法の専守防衛の理念に抵触するものである。ま
た、駆けつけ警護のため自衛隊が海外（南スーダン）に出動した時期に新
聞社が実施した世論調査によると、政府がこの駆けつけ警護の任務付与の
決定をしたことにつき、反対56％、賛成28％で、反対が賛成の２倍に達
しているというのである（朝日新聞2016年11月22日朝刊）。
②政府および多数派与党による上記集団的自衛権を認める決定、立法に
対する批判の第２は、法的安定性に反するということである。
この考えは、上記①の理由の延長上にあるといってよいが、周知のよう
に、いわゆる法的安定性とは、法の制定、改廃、適用を安定的に行うこと
により、ある行為がどのような法的効果を生ずるかが予見可能である状態
であることをいい、法秩序に対する信頼を保護するための原則である。朝
令暮改、恣意的または主観的な法の解釈運用は、この原則に反する。国
民、憲法学説、歴代内閣による、長年にわたる努力により積重ねられた上
記憲法の専守防衛の立場に基づく個別的自衛権行使の原則を、多数派に
なった政府と与党が、納得できる理由を示すことが出来ないまま、突如集
団的自衛権行使の原則に変更することは、法的安定性に反するものであ
る。だが、この批判に対しても、政府、与党から納得できる説明がされて
いない。
３　書生論議が語られるべき場合の第３は、文民統制に関してである。
周知のように、憲法は、大臣は「文民」でなければならないと定めてい
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る（66条２項）が、これは、文民統制を宣言したのだとされている。いわ
ゆる文民統制とは、国の機構のうち政治部門と軍の組織を分離し、宣戦、
講和、軍の組織など軍に関する重要な決定は政治部門が行い軍はその統制
下に置かれるべきことを言う。憲法は、明治憲法下で軍が政治に介入して
国の運命を誤らせた失敗を再び繰り返さないために、軍人が大臣になれな
いとして文民統制の意志を内外に示したのである。
（１）ところで、同条の「文民」の解釈については、周知のように、従
来、学説上、おおむね①日本国は憲法９条により軍を持たないのだから、
同法66条の規定自体は当然のことを定めたものだとの考え、②旧日本国
軍人でない者をいうとの考えなどが説かれた。そして、自衛隊が創設され
て事実として戦闘能力を備えた組織が存在する状況になったことから、③
過去および現在に自衛隊員であるものは文民ではない、④現に自衛隊員で
ある者は文民ではないなどの見解が説かれている。日本国政府の考えは、
変遷しているが、自衛隊員であった人物を防衛大臣に任命している（中谷
元衆議院議員。自衛隊を退職後議員秘書を経て現職。大臣に２回就任）こ
とからすると、上記④の考えによっているといってよいだろう。
しかしながら、憲法の大原則である平和主義、および過去にあった旧軍
による政治への影響力行使を防止するために採用された文民統制の憲法制
定の立法趣旨に照らせば、現に自衛隊員である者は勿論だが、過去に隊員
であった者も文民にはならないとする上記③の見解が理論的に正当である
（常岡せつ子・憲法の争点（第３版）219頁）。④の見解では、大臣に就
任するために形だけ自衛隊を退職し（国外では似た例が多い）、憲法66条
を潜脱する危険が予想されるのであって、到底許されない。
（２）さらに、憲法の文民統制を担保するため、従来、文官（いわゆる
背広組）で構成される防衛省の内局（運用企画局）が防衛大臣の指示、
承認に関与してきたが、政府は、2015年（平成27年）６月防衛省設置
法を改正し、上記運用企画局を廃止し、その権限を大幅に統合幕僚監部
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（制服組）に移管した。これにより「制服組の判断を政治は追認するだ
け」となる恐れが出てきた、と元防衛事務次官が危惧している（朝日新聞
2016年９月１日朝刊）。甘やかして育てたため猛犬を主人が制御出来なく
なったときは、後悔しても遅いのである。憲法66条の文民統制の原則に
抵触する恐れのあることは、僅かなことでも決して許してはならないので
ある。
４　書生論が説かれるべき場合の第４は、大臣、国会議員らによる
靖国神社の参拝に関してである。
周知のように、靖国神社は、1869年（明治２年）に開設され、日米戦
争までの約246万余人の戦死者を祀っているとされるが、1978年（昭和53
年）にＡ級戦争犯罪人（戦犯）も合祀した。
（１）ところで、同神社には、これまで多くの首相、大臣、または国会
議員が公に参拝し（これについては、緊急特集「靖国神社公式参拝」ジュ
リスト848号参照）、この参拝者らは、おおむね、参拝に際し自己の公的
地位を明示したうえで、「国のために身を捧げた人に対し崇敬の念から参
拝した」などと述べている。
（２）だが、周知のように、この首相らの公式参拝については次のよう
な批判がある。
①今次の大戦で被害を受けた中国および韓国は、侵略戦争を遂行した上
記Ａ級戦犯に対する参拝は侵略戦争を是認するものだ、として強く反発し
ている。
この問題については、冷静に、立場を替えて考えてみるとき、かって日
本国が中国、韓国の領土を支配（侵略）し、多くの被害を与えたところ、
少なくともＡ級戦犯がそれらを計画、遂行したことは否定できないとされ
ているのだから、これらの戦犯に対する首相らの公式参拝に対し、被害国
が抗議するのは理解できることだと評すべきであろう。それ故、いわゆる
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為政者たる首相らの上記参拝は、被害国の気持ちに思いを致さない良識を
欠く行動であることが明らかである。もし、参拝したければ、なにも公表
するまでもなく、一人の私人として、自由に、真摯に、かつ静粛に崇敬の
気持ちを示せば足りるのであって（信教の自由。憲法20条）、このような
参拝を非難する人は居ないはずなのである。
②首相らによる靖国神社の参拝が容認できないもう一つの理由は、上記
Ａ級戦犯者以外で今次の戦争で無念の死を遂げた人達に思いを致すときで
ある。
Ａ級戦犯は、上記無謀な戦争の計画、遂行で上記のように他国に被害を
及ぼしたことに加え、今次の戦争で日本国民に及ぼした人的被害は、海
外の戦場に限って見ても、軍民約240万人が死去し、そのうち112万余人
の死者の遺骨がなお未収容だとされる甚大なものである（朝日新聞2016
年11年20日夕刊）。これら戦地で散った人達は、靖国神社に祀られている
のだが（合祀の問題については最判昭和63年６月１日民集42巻５号277
頁）、この戦死者である人達にすれば、前記「書生論の大切さ」の個所で
見たように、敗戦必至の無謀な戦争を開始して人的、物的被害を生じさせ
た責任者であるＡ級戦犯により、北の戦線では想像を絶する極寒の中で、
赤道に近い南の戦線では酷暑の下で、いずれも極度の飢えに苦しみなが
ら、制海空権を握る米軍の圧倒的火力に対し武器弾薬の欠乏した状況下で
戦い無念の死に至ったのであって（岡村治信「太平洋戦争体験記」法曹
181号～、拙著・裁判官の理想像〔日本評論社〕52頁）、その痛ましさに
痛恨の思いを禁じえないのであり、この戦死した人達の気持ちを忖度する
と、恐らくは、上記の責任者である戦犯者に対する強い怒りの念が凝縮し
ているだろうと思われるのである。それ故に、恐らく、日米戦争で戦陣に
散った被害者の人達は、この戦犯らが同じ神社に祀られることを潔よしと
せず、ましてこの戦犯らを称賛するがごとき参拝行動については、許し難
い、との強い怒りを抱かれているものと憶測される。1950年（昭和30年）
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代のことだが、私どもの世代の者は、大学および職場で、軍隊経験のある
多くの先輩学生らに接したのだが、この先輩達は上記の戦犯者を含む上層
部に対し強い不信感を持たれていることを感じたのであって、不本意にも
戦陣に散った多くの戦死者の人達は、恐らく同様の認識を持ちながらも、
なお我々日本国民のために身を挺して行動されたのだと思われるのであ
る。為政者によるＡ級戦犯に対する参拝は行うべきではないのである。
なお、靖国神社が、上記のように1978年（昭和53年）に戦犯者を合祀
してからは、周知のように昭和天皇は同神社への参拝をやめている。
書生論が語られるべき場合はまだ多いのだが、紙数の関係もあり今回は
この程度にさせていただくことにしよう。
書生論の方法
ところで、書生論は、時間、場所、機会を問わずに、考え、語り、実践
する性質のものだと思うが、まず思考は、可能の限り念には念を入れてあ
らゆる場面を想定し、独りよがりにならぬよう冷静かつ論理的に行われる
べきものである。そうすると、大概良い考えに逢着することが多いもので
ある。そして自説が正当であると思われる限り、強い意志で、決して諦め
ることなく粘りに粘ってそれを主張すべきである。また、書生論において
心すべきことは、感情的でなく常に冷静であるとともに、決して柔軟性を
失わず、他人の説が正当であると思ったときは、潔くそれに従うことに躊
躇すべきではない（前掲拙著６頁、31頁）。
このような書生論を徹底できる学習の場所は、学生諸君にとって、
授業または演習の時間であるといってよい。ここでは、議論に利害が絡む
ことは無いし、問題に精通した指導教員が関与されているからである。だ
が、就業後の実社会では、書生論を展開しても相手にされないか、それの
固執は場合により不利益な処遇をされる恐れすら無いではない（近時、
企業倫理の低下が著しく、会社ぐるみの車のリコール隠し、公表のデータ
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偽装など枚挙にいとまがない）。書生論も、内容的にみて軽重の程度があ
るのだから、正論を述べるに留めるだけのこともありうることは勿論であ
る。そして、会社側の態度がどうしても看過できないと思われるようなと
きには、慎重に考えたうえでのことだが、進退につき決断するほかないの
かもしれない（前掲拙書211頁）。
書生論が語られるときに関して、あえて正論を無視する「争点隠し」と
いわれることがある。昨年（2016年）夏に実施された参議院議員選挙で
は、上記の安保関連法の改正の違憲論、原発廃止問題などを野党側が争点
として提起したが、政府・与党がそれを無視したので、争点隠しだと批判
された。だが、考えてみれば、民主主義社会においては、納得できる正論
の主張に対しこれを無視することは、争点につき反論できないのだと評価
されることになるのであって、書生論の意味は極めて大きい。
また、近ごろ、意見を述べることに関連し「空気を読む」という言葉を
聞くことがあるが、これは、議論又は発言において、その場または世間の
大勢の雰囲気にしたがって大勢順応の意見を述べるよう自己規制すること
を意味しているようだ。これに近いものとして、周知のように「長いもの
には巻かれろ」という言葉があるが、新聞調査によると、77％の人がそ
の経験があったとし、そのうちの79％の人が不本意だったとしていると
のことだ（朝日新聞2016年６月11日朝刊）。だが、これらは「書生論」と
相容れないものであって、人が自己の責任に基づき、信念に従って自由に
発言ができる、とする民主主義の基本的原理に抵触する言葉であることを
認識するべきである。空気を読む発言などは、かっての戦時下で、多様な
言論を封じ、言論統制にしたがい不幸な結果を招来した過ちに通じるもの
である。
書生論の仕上げ
書生論、言い換えれば、現状に流されず、夢（理想）を持ち、筋道立て
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た理論（正論）を語り、かつ行動することは、民主主義社会における人の
本来あるべき姿だと思われるが、書生という言葉に由来するように、学生
諸君ら若者にこそ書生論が期待されるといってよい。少しでも、住みよ
い、良き社会を実現するため、上述したようにめげずに粘り強く書生論議
に努めてほしいと思う。
その関係で一言させてもらいたいのだが、筆者の学生時代前後のころ
は、書生論の展開にとどまらず、勉強の合間に、気軽によくデモ行進に参
加したものだ（デモを規制する公安条例（最判昭和35年７月20日刑集14
巻９号1243頁）などは学生当時知らなかった）。今でもテレビにしばしば
出てくるが、あの昭和35年（1960）６月30日のデモ参加学生が死去した
安保条約改定阻止国会包囲の深夜デモもその一つだった。今の若者たち
は、デモ行進が民主主義国における権利主張の手段として日常的に行われ
ていることを忘れたのか、またはデモ行進に参加するエネルギーを無くし
たのではないかと心配している。
仮に、このデモ行進の低調さの現状は致し方ないのだとしても、書生論
のいわば仕上げともいうべき各種選挙にだけは、若者達は良き未来を造る
ために参加することを心がけてほしいと思う。近時の若者の低投票率が強
く憂慮されるのである。
考えてみると、若者の貧困が社会問題になってから久しいのに、それは
深刻化する一方で改善が見られない。労働契約関係では、派遣労働、契約
社員など非正規労働者だけが増え（政府発表の統計によると、2016年非
正規雇用者の割合は４割を超えたという）、賃金は人の尊厳を無視するほ
ど低いのにそれが中間者に大幅にピンハネされる者が多いなどの低収入状
況が世に認められるうえ、労働契約上の地位も不安定だから、若者は将来
の見通しが立たず婚姻も容易でないのが現状なのである。若者には、この
ような状況は投票に行っても変わらないとの考えもあるようだが、それは
適当な考えではない。またも、古い話で申訳ないが、私どもが法学部で労
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働法の授業を受けた時代に、先生は、熱を込めて、当然のことながら労働
者には人として幸福追求の権利があり、戦前の「口（くち）入れ稼業」に
該当する有料職業紹介は、中間搾取を防止するめに禁止をし、国（職業安
定所）が無償でこれを行うのを原則としたのだ（旧職業安定法）、また賃
金・雇用契約期間が劣悪な臨時工（現在の非正規社員）は極力減らすか地
位を向上させ、可能の限り本工（本社員）に移行するよう努めるべきだ、
などと説得的に語られ、当時は政府も民間もそれなりに努力をしたといっ
てよい。だが、近時は、政府も、企業も、経営上必要なら社員を安全弁と
して出来るだけ自由に解雇できることにするなど、社会の構成員として良
き社員を育成するという社会的責任の履行よりも、目先の利益しか念頭に
おいていないように思われる（そのため熟練工の不足も指摘されている）。
このような状況だからこそ、若者たちは、書生論としての正論を真剣
に考え、発言し、その最終的な仕上げ段階である選挙に参加すべきであ
る。政治から疎外されている若者が、それにつき絶望し、または白けて
しまって選挙に参加しないとすれば、結果として既得権益者のみの利益を
招来することになり、多様性のある良き社会は失われてしまうだろう。
書生論の大切さの個所で上述したように、かって日米開戦に反対の国民が
圧倒的に多かったのに、選挙の際にその信念が示されなかったため、取り
返しのつかない結果になったことを思い起こすべきであると思う。選挙に
おいては、空気を読むことも、長いものに巻かれることも必要はなく、気
兼ねなく書生論を貫徹することができるのである。
（学生および卒業生の諸君、元気でやっていますか。健康こそ総ての基礎
だと思います。どうか健康第一で、自分のため世のために頑張ってくださ
い。―2017年２月19日）
（弁護士　元本学法務研究科長）
